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抄  録 高齢化率の上昇や要介護者の増加を受け，働きながら介護をする人々が増加している。仕事
と介護の両立が難しくなり，介護離職は社会問題となってきた。企業は介護離職せずとも介護を続けられ
る社内環境整備をする必要がある。企業による仕事と介護の両立支援には，様々なものがあるが，情報提
供もその１つである。情報提供は社員が仕事と介護を両立する生活をマネジメントするために，重要な意
味を持つものである。しかし，各種調査からは，実際に十分な情報提供がなされていないこと，その反面，
企業は仕事と介護の両立支援として，情報提供を重要な支援として認識していることも明らかにされてい
る。企業が介護に関する情報提供を継続するためにも，両立支援専門の相談窓口を設けたり，家族介護者
支援に取り組む NPO等と連携したりする等の展開が今後必要となってくる。 
  キーワード：介護離職，家族介護者，情報提供 
  
Abstract With the rise in the aging rate and increase in the number of people requiring aged care, the number 
of people who care for an aging family member while working is increasing. They find it difficult to keep a balance 
between work and aged care, and it has become a social problem that an increasing number of people quit their 
job to become a carer for an aging family member. Companies need to create an internal environment where they 
can continue aged care without leaving their jobs. The companies offer various types of support for them to 
balance work with aged care, and information provision is one of them. Providing information is important for 
employees to manage their lives while keeping this balance. However, various surveys have revealed that 
sufficient information is not actually provided, although companies recognize information provision as an 
important support for keeping this balance. In order for companies to continue to provide this information on aged 
care, it will be necessary in the future to establish a consultation desk specializing in supporting people managing 
work with aged care and to collaborate with NPOs that support informal carers. 
  Keywords: preventing people from leaving their job to care for a family member, informal carer,  

provision of information 
  
  

はじめに 

 高齢化率が 28.4%（2019.9.15 現在）1まで上昇し，
要介護（要支援）認定者数は介護保険制度発足時の
218.2 万人（2000 年 4 月末）から 669.3 万人（2020

年 4 月末）へと約 3 倍にまで上昇している2。介護
を巡る問題は社会にとって重要性を増している。ま
た高年齢者雇用安定法の 2013 年の改正で，65 歳ま
での雇用確保が義務付けられたこともあり，従業員
の平均年齢は上昇する傾向にあり，働きながら介護
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をする人々が増加している。このような社会状況の
中で，介護離職は解決すべき問題である。介護離職
を巡っては，2016 年 6 月 2 日に閣議決定された
「ニッポン一億総活躍プラン」の中でも「安心につ
ながる社会保障」が掲げられ，「介護離職ゼロ」が
目指されている。 
 筆者はこれまで家族等のインフォーマルな介護者
への支援に関心を持ち続けてきた。その中でも特に
家族等のインフォーマルな介護者への情報提供が日
本においては不足しており，その充実が喫緊の課題
であると考えてきた。 
 介護に関する情報提供の主体には，介護保険制度
の保険者である市町村と，都道府県や国まで含めた
行政，働く家族等のインフォーマルな介護者の勤務
先である企業，家族介護者支援に取り組む NPO，
自分自身も介護を経験した個人などがある。この中
でも介護離職に最も関わりがあるのは，働く家族等
のインフォーマルな介護者の勤務先である企業であ
り，企業は介護離職せずとも介護を続けられる社内
環境整備をする必要がある。この社内環境整備の１
つが情報提供である。 
 本論文では，まず介護離職を巡る現状を確認し，
次に介護に関する情報提供にはどのような主体があ
るのかについて整理する。さらに企業による仕事と
介護の両立支援について概観し，企業による介護に
関する情報提供に焦点を当て，考察していく。最後
に企業による仕事と介護の両立支援，特に情報提供
に関する課題をまとめたい。 
 尚，本論文では，家族介護者支援の中でも高齢者
介護に焦点を当て，家族等のインフォーマルな介護
者のことを「家族介護者」と呼ぶことにする。 

１． 介護離職を巡る現状 

 まず，家族介護者の状況について，2019 年国民
生活基礎調査によると3，主な介護者は要介護者等
と「同居」が 54.4%であり，この「同居」の主な介
護者の続柄は「配偶者」が 23.8%，「子」が 20.7%，
「子の配偶者」が 7.5%となっている。「同居」以外
では，「別居の家族等」が 13.6%であり，「事業者」
も 12.1%となっている。同居の主な介護者の性別は
「男性」が 35.0%，「女性」が 65.0%である。 
次に介護離職を巡る現状を様々な統計や調査から

把握してみたい。平成 29年就業構造基本調査(2017)
によると4，まず 15 歳以上人口で介護をしている者

は 627万 6千人，うち有業者が 346万 3千人，雇用
者が 299万 9千人となっている。過去 1年間（2016. 
10～2017.9）に「介護・看護のために」前職を離職
した者は 9 万 9100 人であり，調査時点で有業者は
2万 4600人，無業者が 7万 4500人であり，性別で
は男性が 2万 4000人，女性が 7万 5100人となって
いる。女性の割合が 75.8%と高くなっている。年齢
構成については，女性では 50 代が 40.2%と最も高
く，次いで 60 歳代が 27.0%となっている。男性で
は60代が39.6%と最も高く，次いで50歳代が27.1%
となっている。男女とも 50歳代 60歳代が介護看護
のために離職する中心的な世代である。前回調査で
ある平成 24 年(2012)の前職を離職した者は 10 万
1100 人，前々回調査である平成 19 年(2007)では 14
万 4800 人であり，減少傾向ではあることが分かる。 
「介護・看護のために」前職を離職し，調査時点

で無業者のうち，40 歳代では，71.4%が就業を希望
しており，50 歳代では，57.3%，60 歳代では，
34.4%が就業を希望している。前職を離職したもの
の，就業を希望している割合が高いことが分かる。 
 介護離職の理由については，「平成 24年度仕事と
介護の両立に関する実態把握のための調査研究事業
報告書」から5上位回答を見てみよう。最も多かっ
たのは「仕事と『手助・介護』の両立が難しい職場
だったため」で，男性が 62.1%，女性が 62.7%であ
る。次に「自分の心身の健康状態が悪化したため」
（男性 25.3%，女性 32.8%），「自身の希望として
『手助・介護』に専念したかったため」（男性
20.2%，女性 22.8%）である。同調査では「手助・
介護を機に仕事を辞めた時の就業継続の意向」につ
いても調査しているが，「続けたかった」が最も多
く，男性が 56.0%，女性が 55.7%であり，同調査か
らも男女ともに就業継続の意向が高いことも分かる。 

２．介護に関する情報提供 

 介護に関する情報提供の主体にはいくつかある。
まずは行政からの情報である。介護保険の保険者で
ある区市町村はその中心的存在である6。行政から
の情報は区市町村だけでなく，国や県から提供され
る情報もある。そして家族介護者支援に取り組む
NPO からも情報もある。家族介護者が介護を担う
生活の中で行き詰まらないよう NPO による様々な
活動が行われているが，情報提供もその活動の一部
である。さらに近年では，介護を経験した家族や介
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護関連施設を運営する立場の者がその活動経験を書
籍などに著し，出版されることも増えている7。そ
して働きながら介護を担っている家族介護者には，
その勤務先である企業からの情報提供もある。本論
文では，この企業からの家族介護者支援，特に情報
提供に注目している。このように，それぞれの立場
からの家族介護者支援，そのための情報提供が行わ
れている8。 
「仕事と介護の両立に関する実態把握のための調

査研究」9では，「仕事と介護の両立に必要な地域や
社会による支援」（複数回答）について訊いている。
その結果の上位回答は「介護に関する情報の普及啓
発」48.0%，「緊急時に対応できるショートステイ
の拡大」44.7%，「精神面での負担軽減のための相
談の充実」41.3%であった。最も高い割合を示した
のは介護に関する情報の普及啓発であることが明ら
かにされている。 

３．企業による仕事と介護の両立支援 

次に，企業による仕事と介護の両立支援について
概観していく。これには法定内のものと，法定外の
ものが存在しているといえよう。 
まず，「育児休業，介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律」（以下，育児・
介護休業法）による時間的な配慮を中心としたもの
である。これによりまず，「介護休業」が認められ
る。対象となる親族（配偶者，父母，個，同居し扶
養している祖父母，兄弟姉妹，孫および配偶者の父
母）1人につき，要介護状態に至ったごとに１回 93
日までである。さらに「介護休暇」は対象となる親
族 1人の場合には，年に 5日間である。さらに労働
時間への配慮や労働者の雇用保障なども規定されて
いる。また雇用保険からは介護休業給付金が支給さ
れる。なお，育児・介護休業法は 2020 年 12 月 27
日に改正され，2021年 1月 1日より，子の看護休暇
や介護休暇を時間単位で取得することも可能となる。 
このような法定制度以外にも仕事と介護の両立支

援は行われている。法定外福利厚生としての介護支
援が存在している。まず，介護休業の期間を超える
休業期間を設けること，フレックスタイムや在宅勤
務制度，時間外労働の免除など勤務時間に関する配
慮，介護にかかわる費用補助，復職を支援する雇用
保障支援，そして両立支援の相談窓口などの情報提
供がある。この情報提供については次節で詳しく取

り上げていく。 
厚生労働省は 2014 年 8 月「仕事と介護を両立で

きる職場環境」の整備促進のためのシンボルマーク
（愛称：トモニン）を導入した10。これは仕事と介
護を両立しやすい職場環境の取り組みや介護離職を
防止するための取り組みを推進しようという意図で
導入された。企業はこのマークを使うことで，仕事
と介護の両立支援の取り組んでいることをアピール
することができる。厚生労働省によるウェブサイト
「仕事と家庭の両立の取組を支援する情報サイト 
両立支援のひろば」で登録をおこなえば，使用する
ことができる。このシンボルマーク「トモニン」の
認知度について，「第２回仕事と介護の両立に関す
る企業実態調査報告書」11では「利用したことがあ
る」が 1.5%と大変低く，「存在は知っている」が
32.6%，「知らない」と回答した企業が 64.2%となっ
ており，認知度を上げていくことも今後の課題とな
る。 
 また，厚生労働省は 2015 年 3 月「企業における
仕事と介護の両立支援実践マニュアル」を発表し，
その中で「介護離職を予防するための両立支援対応
モデル」を示した。これは５つのステップから成り
立っている12。この５つのステップに従えば，本論
文で対象としている介護に関する情報提供は
【STEP3】介護に直面する前の従業員への支援（従
業員に対して，仕事と介護の両立に関する心構えや
基本的な情報を，社内研修の実施やリーフレットの
配布などにより提供する。）【STEP4】介護に直面し
た従業員への支援（介護の課題に直面している従業
員に対して，自社の両立支援制度の利用支援，相談
しやすい体制整備，地域の介護サービス等の利用支
援などを行う。）に当たるものである。 
 池田直子氏は仕事と介護の両立支援策を「仕事へ
の支援」と「介護への支援」に分け，さらに支援の
方向性として「直接支援」と「間接支援」に分ける
ことで，４分類している13（表１）。「仕事への支援」
の「直接支援」は勤務制度に関わるものが中心であ
り，「間接支援」はその他の勤務支援として，再雇
用制度，復職支援，在宅勤務や職場の雰囲気づくり
が上げられている。「介護への支援」の「直接支援」
には情報提供と環境整備が上げられ，「間接支援」
にはその他の支援として，生活保障，ヘルパーや住
宅，見守りに関する費用補填，介護用品の現物支給
などが上げられている。情報提供は介護への直接支 



日本女子大学紀要 家政学部 第 68号  Jpn. Women’s Univ. J. Vol.68（2021） 

― 136 ― 

表１ 仕事と介護の両立支援策 

 
出所：「企業における仕事と介護の両立支援の取組み」『エルダー』14ページ 

 
援として位置づけられ，具体的にはセミナー，イン
トラネット，冊子による情報提供，個別相談などの
方法が示されている。 
実際に仕事と介護の両立支援に先進的に取り組む

企業の具体的な活動も紹介されるようになってきて
いる14,15。 

４．企業による介護に関する情報提供 

 前節でみたように，企業による仕事と介護の両立
支援が行われるようになってきている。本節では，
その中でも情報提供に焦点を当てていく。情報提供
は社員が仕事と介護を両立する生活をマネジメント
するためにも，重要な意味を持つものだと考えてい
る。企業による介護に関する情報提供の現状につい
て，まずは既存の調査から明らかになったことを以
下にまとめたい。 
 まず，「仕事と介護の両立に関する企業アンケー
ト調査」16では，「仕事と介護の両立支援を目的と
して取り組んでいること」（複数回答）として現在
取り組んでいるものを訊いている（図１）。最も高

いのは「介護休業制度や介護休暇等に関する法定の
制度を整える」87.2%である。情報提供に関する回
答は「介護に直面した従業員を対象に仕事と介護の
両立に関する情報提供を行うこと」18.5%，「介護
に直面しているか問わず，仕事と介護の両立に関す
る情報提供を行うこと」9.0%となっている。「過去
3 年間に強化を図ったり，新たに取り組んだもの」
で情報提供に関するものは，「介護に直面している
か問わず，情報提供を行うこと」3.3%，「介護に直
面した従業員を対象に情報提供を行うこと」2.6%
となっている。いずれも高い割合ではない。しかし，
こうした現状に対して，「企業における仕事と介護
の両立支援として重要と考えられるもの」（複数回
答）としては，「介護に直面した従業員を対象に仕
事と介護の両立に関する情報提供を行うこと」
40.1%，「介護に直面しているか問わず，仕事と介
護の両立に関する情報提供を行うこと」37.4%と
なっている（図２）。どちらも 40%前後の値をとっ
ており，企業が情報提供を重要な支援と認識してい
ることが明らかとなっている。 



企業による家族介護者支援 ―介護離職防止のための情報提供の視点から― 

― 137 ― 

 
出所：「仕事と介護の両立に関する企業アンケート調査」（平成 24年度厚生労働省委託調査）2013年 3月， 

三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 より作成 
 

 
出所：「仕事と介護の両立に関する企業アンケート調査」（平成 24年度厚生労働省委託調査）2013年 3月， 

三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 より作成 
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図１ 仕事と介護両立支援を目的として取り組んでいること【現在取り組んでいるもの】
複数回答 n=967
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図２ 企業における仕事と介護の両立支援として重要と考えられるもの
複数回答 n=967
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さらに同調査では「働き方以外の介護に関する情
報提供」について明らかにしている。この中で，介
護に関する社外の制度やサービス等について，正社
員にどのような情報を提供しているかについて（複
数回答）では（図３），「介護に関して，特に提供し
ている情報は無い」が 67.9%と最も高くなっており，
情報提供が実施されていない企業が多いことが分か
る。業種では特に「卸売業，小売業」の 79.5%がこ
の回答を選択している。情報提供している内容は
「介護保険制度の仕組み」が 18.8%，「介護や生活
支援に関するサービス，施設等の内容」が 8.0%，
「介護が必要となった場合に想定される問題や心構
え」「介護に関する研修会や講演会等の情報」が共
に 5.4%，「介護の方法など，介護技術に関する情報」
が 4.1%などとなっている。これらの情報提供をし
ている業種は「医療・福祉」分野が最も高かった。
さらに，同調査では情報の提供方法について（複数
回答）も調査しており（図４），「社内のイントラ
ネットに掲載している」が最も高く 32.1%，「社内
研修等の機会に情報提供している」が 27.5%，「既
存の介護に関するパンフレット，リーフレットを配
布している」が 22.1%，「社内でパンフレット，

リーフレットを作成している」が 10.0%となってい
る。社内で独自にパンフレットやリーフレットを作
成している企業も 1割はあることが分かる。この回
答をしたのは 28社であるが，社員数が 1001人以上
で 15社，301～1000人が 7社，300人以下が 6社と
なっている。 
 次に「第２回 仕事と介護の両立に関する企業実
態調査報告書」17では，介護に直面した従業員への
支援の実施状況についての調査の中で，「相談窓口」
の設置状況について，「整備済み」が 15.3%，「今後
取り組む予定」が 21.9%，「整備していない」が
58.6%としている。従業員規模別にみると，従業員
規模が大きくなるほど，設置割合は高くなっている
（図５）。相談窓口の設置率は低く，今後，そのよ
うな専門の相談窓口を設置することは企業にとって
の課題である。 
 前節でも触れた，実際に仕事と介護の両立支援に
先進的に取り組む企業の中にも，積極的に情報提供
に取り組んでいるものもある18。具体的には，イン
トラネットでの情報提供，介護関連セミナーの開催，
パンフレットやリーフレットの作成，個別相談会の
開催，相談窓口の設置などの種類がある。 

 
出所：「仕事と介護の両立に関する企業アンケート調査」（平成 24年度厚生労働省委託調査）2013年 3月， 

三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 より作成 
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出所：「仕事と介護の両立に関する企業アンケート調査」（平成 24年度厚生労働省委託調査）2013年 3月， 

三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 より作成 
 

 
出所：「第２回仕事と介護の両立に関する企業実態調査 報告書」株式会社インターリスク総研， 

2018年 3月 より作成 
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から仕事と介護の両立を考える情報提供の内容」の

４点示している19。「①介護の現状と必要性（日本
社会の高齢化の現状などを通じ，介護が他人事でな
いことを認識してもらう），②介護とは（介護がど
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うやって始まるか，何年位つづくのかなど介護のイ
メージを膨らませてもらう），③知っておきたい介
護基礎知識（主に介護保険の仕組みや給付の受け方
や内容，お金に関することを知ってもらう），④仕
事と介護の両立（介護離職せずに仕事との両立を図
ることの重要性や両立に向けての準備について知っ
てもらう）」である。情報提供の効果としては「ほ
かの従業員の理解が得られないというケースは減る」
と指摘している。ここで示された 4点はそれぞれ①
介護生活をマネジメントする上で主体性を確保する
こと，②自分自身のライフコースに介護を位置づけ
ること，③介護生活を具体的にマネジメントする中
で生かせる知識の習得，④仕事と介護を両立できる
ことで家族介護者自身の尊厳を守る生活，へとつな
がると考える。 

５．企業における情報提供による家族介護者支
援の今後の課題 

 これまで企業による仕事と介護の両立支援，その
中でも特に情報提供による支援を中心にその実態か
ら考察を行ってきた。今後の課題について，まず，
仕事と介護の両立支援としての情報提供に取り組む
企業を増やしていく必要がある。既存の調査からも，
企業が情報提供を重要なものと認識していることは
明らかとなっている。さらに「介護離職ゼロ」を目
指す社会の状況，企業の社内環境を作っていく必要
がある。しかし企業のみでこれらの課題に取り組む
のではなく，連携も必要になってくる。実際に家族
介護者支援を主目的として活動を行う NPO 等の
「介護者支援団体との連携」20が提案されている。
これは企業と NPO の連携の１つの在り方と捉える
ことができる。企業を中心とした仕事と介護の両立
支援は，企業と行政との連携はもちろんのこと，同
様の領域の活動に取り組む NPO との連携も進めて
いく必要がある。 
 さらに，仕事と介護の両立を考える情報提供の内
容 4点は，介護に直面する前から介護を自分自身の
ライフコースに位置付けて考えること，実際に介護
に直面した際には介護生活をマネジメントする上で
の主体性確保につながっていく。そして，介護生活
の中では必要な知識の習得を増加させ，仕事と介護
の両立を可能とし，介護離職を減少させるのみなら
ず，家族介護者自身の尊厳を守る生活につながって
いくだろう。このような効果が考えられることから，

企業による家族介護者支援のための情報提供はより
一層の充実が求められる。 
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